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【論文要旨】
　第二次石油危機に伴って経済状態が悪化したため，ケニアは1980年にIMF・世界銀行主導の構
造調整政策を受け入れた。だがケニア経済は，構造調整導入後も好転せず，むしろ累積債務の増大
と高インフレに陥った。多額の債務を抱えたケニアは換金作物栽培への依存をさらに強めた。工業
部門が未熟だったケニアは，コーヒーや紅茶などの換金作物で外貨を獲得しなければならなかっ
た。多額の負債を返済するため，ケニアは換金作物栽培を拡大させていった。
　さらに，換金作物依存はケニアの食糧問題を悪化させた。本来であれば，ケニア政府は食糧増産
政策を実施するはずだった。だが構造調整によって貿易の自由化が進展し，且つ換金作物依存が助
長されたため，ケニアは不足した食糧を輸入で賄うようになった。構造調整は「途上国の経済状態
を改善する」という目的で実施された。だが構造調整の実態は，ケニアを換金作物生産に偏重さ
せ，食糧を自給できない国に変容させるものであった。ケニア人農民は，自身が消費する作物を購
入し，自身が消費しない作物を栽培するという，歪んだ構造から逃れられなくなった。
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5　おわりに
1　はじめに
　独立後のケニアは換金作物栽培の拡大によって，国際社会から「アフリカの優等生」と称される
ほどの経済発展を遂げた。しかし，第二次石油危機に伴って換金作物の需要が停滞したため，ケニ
ア経済は悪化した。経済的危機に陥ったケニアは多額の累積債務を抱えた。ケニアの累積債務残高
は，1970年で4．8億ドルだったが，1980年には33．9億ドル，1990年には70．6億ドルにまで増大し
た。経済状態の悪化に伴って債務返済が不可能となったため，ケニアはIMF・世界銀行から多額
の融資を受けなければならなかった。しかし，ケニア経済は融資を受け入れた後も好転しなかっ
た。ケニア経済が悪化し続けた最大の要因は，価格や需給の不安定な換金作物に依存し続けたこと
にある。さらに，換金作物依存は食糧生産にも影響を及ぼした。ケニアが換金作物に傾倒し続けた
ため，ケニア人の農民は貧困から脱却できず，且つ自身が消費する食糧さえも十分に生産できなく
なった。ケニアは何故換金作物に依存し続けたのだろうか。また構造調整政策（Structural　Ad－
justment　Policies：SAP）はケニアの農業生産に如何なる影響を及ぼしたのか。
　IMF・世界銀行は，経済危機からの脱却と持続的な成長を達成するうえで，　SAPの有効性を主
張している1。だがSAPはケニアの発展や貧困削減に貢献しなかった。国際連合アフリカ経済委員
会（United　Nations　Economic　Commission　for　Africa：ECA）が「IMF・世界銀行の構造調整は，
財政と対外債務のバランスを調整すること，および市場の開放を強要しただけである。これらはア
フリカ経済の基本的構造における危機を改善させてはいない2」と指摘するように，IMF・世界銀
行の政策は，ケニア経済の改善には結びつかなかった。むしろSAPはケニアの農業部門に内在す
る問題を悪化させた。
　IMF・世界銀行は構造調整の有効性を一貫して主張してきた。だが他方で，構造調整に対する
批判もある。それら批判の論点は概ね以下の3点である。第一に，十分発展していない途上国に
対して貿易や市場の自由化および規制緩和を実施することが適切なのか，という批判である。貿易
の自由化や民営化を実施することは，現地企業の倒産や失業，生産活動の停滞を引き起こす懸念が
ある。IMF・世界銀行は自由貿易の有効性を主張しているが，ケニアの実態を見る限り，自由貿
易の導入を楽観的に捉えることはできない。第二に，国際社会が途上国に政策を強いることは国家
主権の侵害ではないか，という批判である。IMF・世界銀行が強要する政策には途上国政府の意
図に反する内容も多い。そのため，SAPの実施は国際社会が統治権を侵害する行為ともなり得
1佐藤［1995］およびWorld　Bank［1989］を参照。
2United　Nations　Economic　Commission　for　Africa（ECA）［1989］，　p．ii，11．8－12．
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る。第三に成果の受益者に関する問題である。仮にSAPが十分な成果をあげたとしても，成果の
受益者が必ずしも経済悪化の影響を最も受ける人々（農民や貧困層）とは限らない。途上国の政治
経済には利権創出を意図した制度が多数存在する。そのため，SAPの成果が一部のエリート層に
よって奪われる危険性を考慮しなければならない3。
　農業生産に関して，平野は「アフリカ農業が本質的に抱えている問題は，（中略）総生産や総雇
用に占める割合が大きいにもかかわらず，国内消費用の穀物生産力が微弱で食糧自給を達成できて
いないこと，それゆえに穀物輸入を恒常化4」させていると指摘する。また小山は，先進諸国の食
糧輸出が途上国の農業生産に及ぼす影響を論じている5。平野および小山の指摘は，IMF・世界銀
行による貿易の自由化（輸入規制の緩和・撤廃）の強要が，アフリカにおける食糧自給の増大およ
び経済状態の改善を阻害している可能性を示唆している。
　IMF・世界銀行の政策に問題があるとすれば，構造調整はケニアに如何なる問題をもたらした
のか。本稿では，経済悪化が顕著となった1980年代を中心に，SAP導入後のケニア経済および農
産物貿易の変容を分析する。このとき，構造調整がケニアに及ぼした影響に関して，経済の概観を
分析したものは多数存在する。だが農業部門，特に換金作物と食糧の視点から分析したものは少な
い。そのため，換金作物依存と食糧問題を中心に，分析・考察を行う。そして，IMF・世界銀行
の課した政策が，ケニア経済を改善するよりも，むしろケニアの農業部門に見られる食糧問題や貧
困問題の一因となっていたことを解明する。
2　ケニア経済における換金作物の意義
　タンザニアなど近隣のアフリカ諸国は社会主義的な経済体制を導入していた。だがケニアは，旧
宗主国との関係悪化を回避するため，資本主義的な経済体制を導入した。ケニアは1960～70年代
に高い経済成長率を達成し，国際社会から「アフリカの優等生」と称賛された。ケニアの高成長を
支えた要因としてコーヒー・紅茶など換金作物の価格高騰があげられる。独立以降，ケニアの
GDPを農業，工業，サービス業の3つに大別すると，農業が概ね3割，工業が2割，サービス業
が5割となっている。ただし，労働人口の約8割が何らかのかたちで農業に従事している。また
輸出産品の5～6割が農産物で占められている。輸出総額に占める農産物輸出の割合を年代別に見
ると，1960年代：58。1％，1970年代：61．1％，1980年代：64％，1990年代：61．4％，2000～2006
年：51，3％となっている。農業部門はケニアにとって雇用創出や外貨獲得源となる重要な産業だっ
た6（図1を参照）。
3構造調整に対する批判の詳細は坂元［2006］および佐藤［1995］を参照。
4平野［2001］，p．61，　IL　18－20．
5小山［2007］，pp．13－17を参照。
6独立以降から現在に至るなかで，ケニアの主要換金作物はコーヒー，紅茶，園芸作物（切り花）へと変容し
　ている。主要換金作物が変容した過程には，政治的，経済的，地理的要因が複合的に絡んでいることが挙げ
　られる。換金作物の変化については佐々木［2010］を参照。
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図1　ケニアの輸出総額に占める農産物輸出額および比率の推移（1000万ドル・％）
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（出所）FAOSTAT（2012年3月21日閲覧）より著者作成。
　特にコーヒーや紅茶はケニア最大の換金作物である。1970年代，コーヒーは国際市場において
150～200米セント（1ポンド当たり）で取引されていた。ケニアはコーヒー価格の高騰を背景に
年平均7％という高い経済成長率を達成した。またケニアは世界有数の紅茶生産・輸出国でもあっ
た。1965年より現在まで，ケニアの紅茶輸出量は常に世界の上位5ヵ国，生産量は上位10ヵ国に
位置している。しかしコーヒーや紅茶は，ケニアで伝統的に栽培されていた作物ではなく，植民地
支配期に白人入植者によって持ち込まれた作物だった。
　コーヒーや紅茶を栽培するため，入植者はケニア人をプランテーション農園で強制的に労働させ
た。さらに入植者の栽培用地を拡大するため，英国はケニア人の±地を収奪した7。ケニアは，英
国からの独立に伴って，入植者によって収奪された土地を取り戻せるはずだった。しかし，独立以
降も換金作物の需要が高かったため，多数の白人入植者は土地を返還（売却）する際に高額な地代
をケニアに要求した。そのためケニアは，元来自分たちの所有物であるはずの土地を購入するた
め，英国から多額の融資を受ける必要があった。1960年代後半以降，コーヒー価格が下落したこ
ともあり，大勢の入植者がケニアの農地をケニアに高額で売却した8。ケニアは，土地購入（返還）
時に抱えた負債を返済するため，英国やドイッなどヨーロッパ諸国に換金作物を輸出しなければな
7入植者による土地収奪は，コーヒー・紅茶農園の拡大に加えて，ケニア人農民，特にセントラル州やリフト
　バレー州に居住する農民を強制的に労働させる意図も含意していた。入植者はケニア人を特定の土地（保留
地）に居住するよう強要し，安価で農業に適した土地（好適農地）を購入した。土地の購入には，ケニア人
　の伝統的制度に基づいて，各農村・共同体の酋長による認可が必要だった。だが，入植者たちは金銭取引に
　よって土地を獲得したことを理由に，ケニア人農民たちの「土地が非合法に収奪された」という主張を退け
　た。植民地支配期における土地収奪の過程に関しては青山［1963］および佐々木［2011］を参照。
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表1　コーヒー・紅茶の生産量および輸出量の推移
19701971972197319741975 19761977 1978 1979 1980 1981 19821983 1984 19851986198719881989
生産量
i100t）41．1 36．353．3 56．6 53．4 56．761 9 86．393．4 99．389．9 90．9 95．6 119．3 116．2147．1143．3 155．8 164．0 180．6??
輸出量
i100t）41．6 41．7 52．956．3 52．3 55．4 63．0 76．7 93．3105．484．5 84．1 90．5106．7102．8 139．1 133．2 150．515 316 ．1
輸出額
ﾂ万＄） 40．239049．751．1 56．163．877．9181．8 177．2184．5 171．249．4 154．1192．62816249．0 233．1220．42259266．9
生産麺
i100t）58．3 59．5 62．1 71．2 70．1 66．2 80．3101．2 4 75．1 91．399787．386．1118．5 93．6 113．9 104．7128．71169
?ー?ー
輸出量
i100t）53．9 56．5 63．275．37L7 6777．6 96．3 90．9 80．9 80．3 86．2101．190．5 96．9104．7126．599．9 87．693．5
輸出額
l万＄〉 62．4 54．7694101．9 107．695．2222．2 499．6 340．402．1290．5245．2 266．2 240．2 285．1 281．4 481．9 241．3 273．8201ユ
（出所）　FAOSTAT（2012年3月21日閲覧）より著者作成。
らなかった。
　換金作物の栽培は植民地支配の象徴であった。しかし独立後の経済基盤を安定させるため，ケニ
ア政府は外貨獲得源だった換金作物の生産を強化した。1970年代には土地の過半数がケニア人の
所有地となった。さらにコーヒー価格が高騰したため，ケニアはコーヒーを輸出することで外貨の
獲得と経済成長を成し遂げた（表1を参照）9。
　セソトラル州がコーヒーの中心的生産地域となっていたことも，コーヒー生産の拡大に貢献し
た。セントラル州には，初代大統領だったケニヤッタ（Jomo　Kenyatta）を支持する農民が大勢住
んでいた。そのため，ケニヤッタは支持基盤である農民（コーヒー生産者）に対して様々な優遇措
置を講じた。優遇措置に言及すると，政府はケニア・コーヒーボード（Kenya　Coffee　Board：
KCB）やケニア生産者共同組合（Kenya　Planters’Cooperative　Unions：KPCU）を通じて，コー
ヒー生産に対する融資や生産技術の指導等を実施していた10。また，セントラル州がコーヒー取引
所のあるナイロビと隣接した地域だったことも流通面において効果的に働いた11。1963～89年まで
に，コーヒーの生産地は約3倍に，生産量は2．5倍に拡大した12。
　また紅茶の場合，最大の生産地域だったリフトバレー州は二代目大統領だったモイ（Daniel
Arap　Moi）の出身地である。そのためモイ政権は，ケニア茶開発公社（Kenya　Tea　Development
8入植者からの土地移転方法には，ケニア政府が購入するものと，入植者一ケニア人間で任意に売買するもの
　があった。しかし，任意売買によって土地を購入したのはケニア人ではなくヨーロッパ人であった。池野に
　よると，「移転総面積118万5299エーカーのうち，半分強の63万5182エーカーは再びヨーロッパ人によって
　取得されている。なかでも，ヨーロッパ人企業による取得43万7405エーカーは総移転面積の3分の1にも達
　している」（池野［1986］，p．22）と分析しており，入植者からケニア人への土地移転が順調に進展していな
　かったことを示している。
9換金作物輸出はケニアの経済成長の一因だった。だが，換金作物による利益は，一部はインフラ整備や債務
　返済等に投じられたが，大部分はケニア人のエリート層によって浪費されていた。
10Waters［1972］，　pp．166－174を参照。
11セントラル州におけるコーヒー生産拡大の要因として，高橋は独立後の土地再配分政策によってセントラル
　州に換金作物生産に関する市場の物的・制度的インフラの集中と国家の役割を指摘している（高橋［1995］，
　pp．16－17）。
12コーヒー生産地の拡大と土地登記化に関する分析はLele［1989］を参照。
一87一
Authority：KTDA）を通じて，紅茶生産者（モイ政権の支持者）を優遇した。　KTDAは1964年に
紅茶の生産・管理を行うための機関として設立された。KTDAは紅茶の生産・輸出に関する様々
な業務を行っていた。具体的な業務内容は，①紅茶生産計画（いつ，どの地域で生産するか）の策
定，②紅茶栽培の認可，③紅茶栽培の指導，④苗木の生産・販売，⑤生産された紅茶の購入，⑥製
茶工場の経営，⑦製茶の販売および輸出である。コーヒーのように「国際協定による輸出（作付）
量の規制」が課せられていなかったため，紅茶生産は独立後から約20年で4倍以上に増加した13。
ケニアが外貨の獲得や経済基盤の安定，さらには工業化（経済のケニア化）の促進を成し遂げるう
えで，コーヒーおよび紅茶生産は有益な産業だった。
　国際市場においてコーヒーや紅茶に対する需要が増加したため，ケニアは高成長を達成した。安
定した経済成長を維持できるようになったため，政府は開発計画において「食糧の増産によって自
給率を向上させること」や「換金作物依存からの脱却と工業化の促進」という目標を設定した。だ
が1970年代後半，一次産品需要は第二次石油危機に伴って停滞した。勝俣が「一次産品ブームが
沈静化し，世界的な不況が始まる1970年代後半になると，輸出収入が減少し，アフリカ諸国の経
済構造の脆さが一挙に顕在化する。（中略）結局のところ，一次産品ブームに乗じて契約した対外
債務だけが残されることとなった14」と指摘するように，ケニアはコーヒー輸出の停滞に伴って国
際収支の急速な悪化と雇用機会の減少に直面した。さらに非産油国だったケニアは，原油価格の高
騰によって貿易赤字が大幅に拡大した。1980年，ケニアは貿易赤字の拡大や財源確保，債務返済
のための資金確保の必要性から更なる資金（融資）を必要としていた。そのため，ケニアはIMF
・世界銀行に対する追加融資の要請と，融資の条件となるSAPを受け入れた。　IMF・世界銀行は
SAPによって途上国の経済および貧困問題が改善に向かうと主張した。だが，　SAP導入後も，ケ
ニア経済は好転しなかった。
3　構造調整政策の概観
　ケニア経済は1970年代後半～80年代に発生した一次産品価格の下落によって悪化した。そのた
め，政府は一次産品価格の下落に直面した農民（政権支持者）に対して補助金を交付しなければな
らなかった。政治基盤が不安定だったため，政府は，補助金を交付しなければ農民からの支持を得
られなかった。しかし補助金交付の対象者が拡大したため，財政支出は増大した。さらに原油価格
131960年代，紅茶の苗木は1本当たり30セソトであったが，内24セソトはKTDAが融資していた。また1農
　家当たりの苗木購入本数は500本までと定められていたため，小農であっても僅かな土地と資金で紅茶栽培
　を行うことが可能だった。1960年代後半～1970年代前半になると，紅茶生産農家の数が急増したため，新規
　生産の規制および苗木購入に対する融資の停止が一時的に実施された。だが1970年代半ばには融資が再開さ
　れている。これら背景から，小農が紅茶の栽培を行うことはコーヒー生産以上に容易であったと言える。た
　だし，紅茶生産地を拡大できるほどの余剰が得られた農民は大土地所有者だけであった（児玉谷［1985］，
　pp．29－32を参照）。
14勝俣［1993］，p．65，　ll．9－13．
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が高騰したため，貿易赤字も増加した。財政支出および貿易赤字の拡大を背景に，ケニアの経済成
長率は1977年の9．4％から1980年には5．6％まで下落した。年平均のインフレ率は2．7％（1960年代）
から10．3％（1970年代）にまで上昇し，人口増加率も年平均3．7％という高水準に達していた15。
また，一次産品貿易の停滞は換金作物の生産・流通を管理する国営公社の運営状態を悪化させた。
　経済悪化に直面しているにもかかわらず，債権国はケニアに対して債務返済を求めた16。経済・
貿易状態の悪化に加えて，債務の返済に迫られたため，ケニアはIMF・世界銀行に新たな融資を
求めなければならなかった17。1980年，世界銀行はケニアの要求に応じ，5500万ドルの融資を行っ
た18。このとき，世界銀行は融資の条件（コンディショナリティ）としてSAPの受け入れをケニ
ア政府に強要した。1980年，IMF・世界銀行は「アフリカの優等生」から転落したケニアに対し
てSAPを実施した。ケニアはアフリカ諸国の中でもSAPを初めて導入した国家となった。
　IMF・世界銀行は，「アフリカなど途上国の政府が実施する政策には不備があるため，途上国は
国際社会が策定した政策に従って行動すべき19」という認識を抱いていた。そのため，ケニアに対
してIMF・世界銀行が策定したSAPを実施した。構造調整の政策目標は短期（1～2年）・中長期
（3年以上）ごとに設定されていた。短期の政策目標では国際収支赤字の改善，インフレの抑制，
失業の削減を達成すること，中長期の政策目標では持続的成長の達成，資源配分の効率化，所得配
分の公正化を達成することが掲げられた20。これら目標を達成するため，以下の6点の政策が設け
られた21。金融に関しては，①輸出を拡大するため，為替レートを切り下げること，②預金金利を
切り下げることの2点が中心となった。また財政に関しては，③財政支出を縮小させること，④
15坂元はSAP導入について，アフリカ諸国に加えて，ラテンアメリカ諸国について論じている。坂元による
　と，ラテソアメリカの場合，「1982年に発生したメキシコの大規模な債務危機が同地域に派生したこと」に
　端を発したとされる。そのため，ケニアに見られる「貿易（農産物輸出）の悪化」とは異なる基点だが，ラ
　テンアメリカおよびケニアに対する融資条件（SAP）の内容は概ね同様となっている（坂元［2008］を参照）。
16国際金融市場の低金利状態を背景に，先進諸国の政府や企業は，経済状態が悪化する以前のケニアに対し，
　資金の貸し出しや公共事業等を実施していた。1970年代後半以降の対途上国融資と先進工業国政府および企
　業の介在については福田［2011a］，　pp．84－85を参照。
17債務危機の罠と先進諸国との関係については，福田［2011b］およびGeorge［1988］を参照。
181MF・世界銀行は，ケニア政府の開発計画に加えてSAPを実施することでケニア経済および累積債務問題
　の改善が達成されるとして，ケニアに対する債務繰り延べは行わなかった。しかし，1990年代以降も累積債
　務の増大と経済悪化が続いた。そのため，1994年，ケニアはパリクラブのリスケ合意によって5．35億ドルの
　債務が軽減された。さらに2000年には3．01億ドル，2003年には3．53億ドルの債務がリスケ合意によって削減
　されている。
19世界銀行は途上国が経済的危機に陥った要因として，インフラや経済基盤等の未発達さ，主要輸出産品にお
　ける市場価格の低迷，石油危機に伴うエネルギー価格の高騰，途上国政府の政策の不備，気候および地理的
　影響，急激な人口増加を指摘している（World　Bank［1981］，　pp．19－30を参照）。また1977年には，東アフ
　リカ共同体（East　African　Community：EAC）がウガンダータンザニア間の関係悪化等を背景に崩壊した。
　EACの崩壊はケニアの域内貿易の喪失を意味していた（松岡［2008］を参照）。
20SAPの目標設定とその成果については坂元［1994，2008］を参照。
21SAP実施におけるIMF・世界銀行の認識や意図に関してはWorld　Bank［1980，1981］，佐藤［1995］およ
　び福田［2004］を参照。
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国営企業の合理化・民営化，⑤国内産業に対する保護および規制を廃止し，経済の自由化を促進す
ること，⑥貿易の自由化を進めることの4点が強調された。総じて，IMF・世界銀行はアフリカ
諸国に対して，自由主義的な経済の導入と「小さな政府」への移行を強要した。IMF・世界銀行
は，構造調整の進展度合いや経済悪化の度合いに関わらず，一貫して開放的な経済体制が貧困削減
および持続的発展に直結すると主張し続けた。
　多額の債務を返済するため，ケニアはIMF・世界銀行から融資を受けなければならなかった。
ただし，SAPの内容にはケニア政府にとって不都合なものもあった。ケニアがSAPを部分的にし
か履行しなかった背景には，当時の大統領だったモイへの支持が不安定だったことがあげられる。
モイは，前大統領ケニヤッタの急死によって急遽大統領に就任したため，政治基盤を早急に安定さ
せなければならなかった。具体的には，「コーヒーや紅茶等の換金作物に関する公社を運営するこ
とで，農産物の生産・流通上で生じる利ざやを獲得すること」，および「公社を継続させることで
政権を支持する人々に対する雇用機会を創出すること」がモイにとって重要課題であった22。その
ため，モイ政権は大規模な民営化の実施を回避する必要があった。
　多額の債務を抱えていたため，ケニアは政府の意図に反するSAPを受け入れなければならなか
った。そこでモイ政権は，構造調整を受け入れつつ，自身の政治的利権を創出できるような妥協点
を模索した23。モイ政権は，開発計画に「工業化の促進によって経済成長を目指すこと」を盛り込
むことで，IMF・世界銀行の説得（大規模な民営化の回避）を試みた24。モイ政権にとって好都合
だったことは，①ケニアが国際社会から「アフリカの優等生」と称されていたこと，および②
IMF・世界銀行が，他のアフリカ諸国とは異なり，ケニアの工業化政策に対して寛容だったこと
である25。IMF・世界銀行はケニアに対して大規模な民営化を強要しなかったため，ケニアは大規
模な民営化を回避することができた26。だが，貿易の自由化や為替レートの切り下げは回避できな
かった。
22マーケティング・ボード等の公社を運営することは，経済のケニア化を促進するうえでも重要であった。ケ
　ニア国内の産業をケニア人自身が運営するためには，政府主導の公社によってケニア人による生産を促進
　し，且つ行政機能におけるケニア人の雇用機会を増加させなければならなかった（ケニア化政策と行政の市
　場介入については北川・高橋［2004］，pp．79－80およびpp．88－89を参照）。
23高橋はアフリカ諸国の構造調整の受け入れに対する姿勢を3つのパターソに分類している。1つは，アフリ
　カ諸国の政府が例え本心では賛同していなかったとしても，構造調整を概ね受け入れ，融資を自身の政治基
　盤の強化に利用した場合である。2つ目は，SAPに対して明確な抵抗もしくは拒否を示した場合である。3
　つ目は，SAPを形式的に導入する一方で，実質的には政策を，全面的または部分的に，履行しなかった例で
　ある。高橋の分類に照らし合わせると，ケニアは3つ目のパターンに該当する（高橋［2010］，pp．359－363
　を参照）。
241979～1983年期におけるケニア開発計画では，①政府支出の増大を抑えること，②物的資源および金的資源
　などの乏しい資源を有効活用すること，③税収減の防止および政府歳入の増大を達成するため，税制度を改
　善することの3点を基軸とする経済開発が唱えられた（Republic　of　Kenya［1979］を参照）。
25ケニアの工業化政策に対するIMF・世界銀行の認識の諸問題に関してはMurunga［2007］，　pp．273－274を
　参照。
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　しかし貿易赤字に陥っているケニア（特に貧困層農民）にとって，為替レートの切り下げや貿易
の自由化は有益な政策とならなかった27。さらに，輸入に対する規制の緩和・撤廃は国内生産物に
対する需要を減退させた。貿易の自由化や為替レートの切り下げを重視したSAPが実施されたた
め，ケニアは，工業化の促進よりも，むしろ既存の換金作物産業に偏重するようになった。1990
年以降の主要輸出産品も農産物であり続けた。コーヒー産業が衰退した後は，紅茶産業がケニアの
農業部門を牽引した。2000年以降は切り花がケニアの主要輸出作物となった。しかし工業部門は
成長せず，農民の大多数を占める小農は貧困と食糧問題に陥ったままだった。SAPは，1980年に
実施された段階で，ケニア人農民の生活の崩壊させる要因となった。
4　構造調整政策の導入に伴うケニア経済および農業部門の変容
a．構造調整政策導入後のケニア経済の変容
　1980年に導入されたSAPは，　IMF・世界銀行が主張するように，ケニア経済を改善しうる政策
だったのか。経済成長率の変化を見る限り，経済成長率は6．9％（1978年）から3．8％（1981年）
に下落した。1982～1984年には年平均1．5％前後まで下落し，1992年にはマイナス成長となった。
また累積債務残高は27．2億ドル（1979年）から70．5億ドル（1990年：1979年の約2．6倍）にまで増
大した。貿易赤字も，コーヒー輸出が拡大した1980年代半ばを除き，5．3億ドル（1979年）から
11．8億ドル（1980年）まで拡大した（図2を参照）。
図2　ケニアの経済指標の推移（100万ドル・％）
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團國貿易赤字　　es！s！y対外債務残高　　一←一経済成長率（％）　　d目一インフレ率（％）
（出所）United　Nation　Statistics　Divisions（2012年3月20日閲覧）及びKenya　National　Bureau　of
　　　Statisticsを参照し著者作成。
261980年代において，ケニアはIMF・世界銀行による民営化の強要は回避できた。しかし1990年代以降，経
　済悪化が改善されていないことを要因に，大規模な民営化が強要されることとなった。
27貿易の自由化が貧困層農民に及ぼす影響についての詳細は後述する。
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　為替レートは輸出の拡大を目的として1ドル8ケニアシリング（1978年）から23ケニアシリソ
グ（1990年）まで切り下げられた。コーヒーの国際価格が上昇した1980年代半ば，ケニア経済は
為替レートの切り下げを背景に一時的に好転した。同時期，ケニアのイソフレ率や貿易赤字も僅か
ながら改善した。しかし，農産物貿易が一時的に改善した最大の要因は，国際市場におけるコー
ヒー価格が急騰したことにある。そのため，為替レートの切り下げが輸出拡大の直接の要因とはな
っていない。1980年代半ばを除いて，ケニアの貿易赤字はほとんど減少していない。為替レート
の切り下げは，換金作物輸出の停滞と食糧・工業製品輸入の増大に陥ったケニアにとって，不利に
作用していた。
　IMF・世界銀行は，　SAPの実施によってケニア経済は改善すると主張していた。しかし経済成
長率や債務残高，貿易収支の変化を見る限り，ケニア経済はSAP実施後も改善されていない28。
だがIMF・世界銀行は，途上国の経済悪化の要因は当該国の構造にあると主張し続け，　SAPの見
直しを行わなかった。経済状態に改善の兆しが見られなかったため，IMF・世界銀行は1983年以
降より第二次構造調整融資（Structural　Adjustment　Loan　II：SAL　II）を実施した。　SAL　IIに伴い，
IMF・世界銀行はケニアに130．9億ドルの追加融資を行った。さらにIMF・世界銀行はSAPを中
長期的に実施することが必要だと判断し，ケニアを含む途上国にSAPを長期間強要するための新
たな制度を設置した。低金利（0．5％）の融資とSAPの長期（10年）実施を行う機関として，構造
調整ファシリティ（Structural　Adjustment　Facility：SAF）が1986年に設置された。さらに，　SAF
の規模を拡大した拡大構造調整ファシリティ（Enhanced　Structural　Adjustment　Facility：ESAF）
が1987年に設置された。
　ケニアは経済悪化と債務残高の拡大により追加融資を受けざるを得なかった。ただし追加融資を
受ける条件として，IMF・世界銀行の審査で「SAPが適切に実施されている」と認められなけれ
ばならなかった。ケニアは融資と引き換えにIMF・世界銀行の方針に従順であることが求められ
た29。ケニア政府は融資の代償として自国の政治経済に対する主導権を収奪された。しかし追加融
資を実施した後も，ケニア経済は改善しなかった。債務残高の拡大やイソフレ率の上昇，貿易の自
由化に伴う輸入拡大など，SAPはケニアにとって悪影響を及ぼす事象が発生し続けた。さらにケ
ニア人農民は，輸入拡大の進展によって，換金作物栽培への依存と食糧の購入が不可避となった。
28坂元はケニアとガーナの構造調整について比較分析を行っている。ガーナの事例に関して，イソフレ率は
　1990年代においても20％前後と高い水準になっていること，輸入が拡大傾向にあることを背景に，構造調整
　が効果的ではなかったことを論じている（坂元［1996］を参照）。
29アフリカ諸国が援助依存をi著しく深めた要因として，平野はIMF・世界銀行による，強制に近いかたちで
　の。構造調整の推進を論じている（平野［2009］）。また福田は，IMF・世界銀行が実施した融資や債務返済
　の免除とそのコソディショナリティがアフリカ諸国の停滞にとって大きな要因となっていることを指摘して
　いる（福田［2008コ）。
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b．対外債務の増大と換金作物依存
　1970年代後半まで，換金作物はケニア政府が政治的利権を創出するうえでも有益だった。その
ため政府は換金作物の生産拡大を進めた30。例えば紅茶産業は，リフトバレー州（モイ政権の支持
基盤となるカレンジン人農民が多数住む地域）が最大生産地だった。そのため，紅茶生産者はモイ
政権による庇護を受けていた31。ただし，換金作物によって十分な収益を得られた農民は大土地所
有者やエリート層，モイ政権を支持する一部の小農だけであった。しかし1980年代に入ると，ケ
ニアの農業部門を取り巻く環境は大きく変化した。例えばコーヒー生産者は「国際コーヒー協定
（lnternational　Coffee　Agreement：ICA）による市場価格の安定」という恩恵を得られなくなっ
た32。また紅茶生産者は，財政赤字の拡大や国際市場における需要の減退を背景に，モイ政権から
の恩恵を受け難くなった33。ケニア政府は農産物輸出の停滞に直面したため，「換金作物中心の経
済構造」から「工業を主体とする経済構造」への移行を目指した。また農業部門に関して，「換金
作物の拡大」から「食糧増産」へ方向転換する計画を策定した。しかしケニアは構造調整の導入に
よって，工業化の促進ではなく，換金作物への依存を強めることになり，IMF・世界銀行から多
額の融資を受けた後も悪化し続けた。ケニアが多額の融資と引き換えに得たものは，自国の主権が
伴わない政策（SAP）と多額の負債だけであった。
　ケニア経済が停滞しているにもかかわらず，IMF・世界銀行（債権者）はケニアに対して融資
実施から数年足らずで債務の返済を迫った。しかし，融資受入れ後もケニアの工業部門は目覚しい
発展を遂げなかった。工業部門はGDPの20％前後に留まっていた。工業部門の労働者は労働者全
30国際社会がケニアの換金作物依存を助長させるうえで，これら換金作物に伴う政治的利権の創出は有益な事
　象だったと言える。農業部門の利権創出についてはBates［1981，2005］を参照。
31紅茶産業はモイ政権による庇護を受けていたが，主要輸出産品であったコーヒーは紅茶ほど優遇されていな
　かった。コーヒーは主にキクユ人農民が多く居住するセントラル州で栽培されていた。セントラル州（キク
　ユ人）は前大統領ケニヤッタの支持基盤であった。加えて彼らは，前政権期に保持していた利権を再び獲得
　するため，モイ政権に対する反対勢力となっていた。
321CAによる恩恵が減退した要因として，輸出割当制度に見られる諸問題があげられる。主に，①輸出割当の
　対象は加盟国のみであり，非加盟国は割当の対象としない。ただし，非加盟国に対しても輸出が可能となる
　ため，二重市場・二重価格が生じること，②輸出国と輸入国で，要求する割当規模に差異が生じていたこと，
　③輸出国間（中南米・アジア・アフリカ）で輸出枠拡大に伴う対立が生じていたことの3点である（深沢
　［1978］および石田［2009］を参照）。
331982年のクーデター未遂事件によって強権的な性格を強めたモイ政権は，反政権派に対する抑圧的な態度を
　強めた。1980年代，SAPがケニアに導入されたが，モイ政権はIMF・世界銀行との交渉によって大規模な
　民営化を回避した。民営化の回避は，政権の支持基盤となる農民（カレンジン人が中心）を保護すること，
　および反政権派の農民（特にキクユ人のコーヒー生産者）から利益を収奪することを可能にした。青木がゲー
　ム理論を用いてアフリカ諸国政府による他者の利権侵害を指摘するように，モイ政権は，コーヒー産業を介
　して利潤の収奪およびキクユ人の衰退を成し遂げ，また紅茶産業を介して政治基盤の確保とカレンジン人の
　発展を促進させた（青木［1999］，pp．3－10を参照）。1980年代，主要換金作物がコーヒーから紅茶に移行し
　た背景には，SAPおよびICAという外的要因に加えて，外的要因を根拠に政治的利権を確立させようとし
　たモイ政権の意図が存在した。コーヒー生産者にとっての不遇と紅茶生産者に対する優遇は輸出規模の変化
　というかたちで表出した。
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表2　農産物および工業・製造品貿易の推移（tOO万ケニア・シリング）
1980　　　　1981　　　　1982　　　　1983　　　　1984　　　　1985　　　　1986　　　　1987　　　　1988
（輸 出）
農産物
@一コーヒー
@一紅茶
4，237
Q，162
P，160
4，677
Q，187
P，222
5，572
Q，891
P，551
7，434
R201
Q，468
9，470
S，072
R，789
10，925
S，612
R，832
13，294
V，769
R，455
9，499
R，891
R，267
11，401
S，890
R，705
工業・製造品 1，343 1，4891β55 1，554 1，715 2，0672，285 2，167 2，720
（輸 入）
食料晶 950 603 806 7631，919 1，301 1，494 1，143829
工業・製造品 2，599 2，100 2，103 2，075 2，676 3，001 3，3714，046 5，695
（出所）Kenya　National　Bureau　of　Statistics［1976－1994］より算出し，著者作成。
体の数％であった。そのためケニアは，外貨獲得および債務返済のための資金を換金作物輸出に求
めた。1980年代，ケニアの輸出産品の大部分は農産物である。特にコーヒー・紅茶はケニアの輸
出全体の45％以上，農産物輸出の72％以上を占めていた。構造調整はケニアを換金作物依存構造
に留まらせるうえで効果的だった。
　ケニアの農産物輸出が拡大する一方で，食料品および工業製品の輸入が大幅に増えている（表2
を参照）。ケニアの換金作物への依存と食糧・製品の輸入拡大は，ケニアの輸出相手である先進諸
国に利益をもたらした。だが，ケニア人農民は自身が消費する食糧さえも十分に生産できなくなっ
た34。
c．食糧問題と輸入規制の緩和
　ケニアにおいて食糧生産は重要な活動である。農民の大半が穀物や野菜などの作物を栽培してい
る。大多数の換金作物生産者も，コーヒー・紅茶の栽培と並行してメイズを栽培している35。ただ
し現金収入を得るため，1農家が所有する農地の多くが換金作物栽培に充てられている。ケニアの
主要穀物はメイズである。ほとんどのケニア人がメイズを主食としている36。だがケニアは，急激
な人口増加や度重なる干ばつなど，食糧生産に関わる深刻な問題に直面していた。加えてメイズの
生産量は，低い土地生産性，大規模な干ばつの多発，換金作物への転作を背景に，不安定だった
34ケニアに食糧を輸出している国は，例えばアメリカやイギリスがあげられる。アメリカから輸入された食糧
　はケニアの輸入量全体の約20％，イギリスが約14％となっている。
35農民の大部分が小農（貧困層）のため，食糧に関する産品を生産・採取するのみで生計を営むことはできな
　い。そのため，農民は食糧と共に換金作物等の栽培を行っている。アフリカにおける農業生産の形態につい
　てはStock［2004］，　pp．195－197を参照。
36日本で食用とされている糖度の高いものとはことなり，ケニアで食されているメイズは甘味の少ない品種で
　ある。ケニア人は，メイズを乾燥・粉末化したものを水で練り，団子状にしたウガリという食べ物を主食と
　している。
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表3　ケニアにおけるメイズ生産量および生産面積の推移
1976 1977ユ978ig79ユ9801981982　1983 1984　19851986 1987工988198919901991　1992
生産地面積
i1000ha）1，590 1，5701，4901β501，3501，1201，2081，3009851，411，4251，4071，451，4201β801，3101，407
生産量
i1000t）200．3178．2 175．1207．3 215．7 214．447 5253144．6250．8258．8 233．6 244．52 3249．4 264．5297
1haあたり
ﾌ収量（t） 1．6 1．6 1．5 13 1．2 1．6 2．11．8　　1．4 1．7 2．3 1．7 L9 1．9 1．7 1．8 1．7
（出所）FAOSTAT（2012年3月21日閲覧）より著者作成。
（表3を参照）。そのため，1980年代以降の農業政策では食糧の増産が最重要課題となった。
　ケニアの第四次開発計画（1979～1983年）では，「農…業政策として最も重視すべきことは食糧作
物に対する政策である。そしてメイズや小麦などの生産を増強させることで食糧自給の達成を目指
す37」ことが謳われていた。しかし債務増大に陥ったケニアは，食糧増産以上に，換金作物栽培の
拡大を進めなければならなかった。ユ970年代末より，メイズの生産地は年平均3300haの割合で
減少している。最も減少した1984年で，メイズ生産地は前年より31．5万haの減少となった。しか
し，コーヒー・紅茶の生産用地は年2000～3000ha程度で増加している。換金作物の生産地が増
加する一方で，穀物生産地は増えていない。そのため，穀物生産に用いられていた土地の一部，も
しくは大部分が換金作物用に切り替えられたと考えられる38。だが，換金作物の国際市場価格が不
安定だったため，農民は換金作物を栽培しても十分な収入が得られなかった。年平均2％で人口が
増加しているにも関わらず，穀物を増産できなかったため，食糧不足に陥った農民も現れるように
なった。IMF・世界銀行の政策によって換金作物依存に追い込まれたため，ケニアは食糧を完全
に自給できなくなった39。さらに貿易の自由化が強要されたため，ケニアは生産できるはずの食糧
を輸入する必要に迫られた。
　IMF・世界銀行は融資の代償として輸入規制の緩和・撤廃をケニアに求めた。そのため，構造
調整を受け入れたケニアは，IMF・世界銀行の指導に従い，貿易の自由化（食糧輸入の拡大）を
進めた。しかし，IMF・世界銀行が自由貿易を促進したため，ケニアの食糧増産計画は頓挫して
しまった。貿易の自由化（輸入の拡大）は，ケニア人農民に対して様々な不利益をもたらした。ケ
ニアはSAPの導入に伴って輸入に対する規制を緩和・撤廃した。
　ケニアでは，輸入品に対する関税や商品・食料の輸入に対する認可制度（貿易ライセソス制度：
37Republic　of　Kenya［1983］，　pp．177－178．
38もっとも，数値上減少しているすべての穀物生産地が換金作物用に切り替えられているわけではない。中に
　は，休閑などを理由に穀物を含むすべての作物を生産していない土地もある。
391970年代，ケニアで消費される食糧（メイズ）は概ね自国で生産されていた。しかし1980年以降，メイズ消
　費量の1～2割が輸入によるものであり，輸入されたメイズが消費量の3割を占めた時期もあった。また一
　人当たりのメイズ消費量を見ると，1970年代は100～115kg（全て自給）消費していたが，1980年代に入る
　と80～90kg（内10～20　kgが輸入）となっている。農民一人当たりのメイズ生産量も約100　kg（1970年代）
　から60kg程度（1980年代）にまで減少した。
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The　Trading　Licensing　Act）を設けていた。独立以後に設けられた貿易ラ・イセンス制度は，元来
キクユ人のエリート層が利権を創出するための制度だった。ただし，ケニア人農民の生産活動を保
護するうえでも，貿易ライセソス制度は有益だった40。ケニア政府は国内産業や生産者の保護と工
業化の推進を意図した貿易政策（指針）を第四次開発計画（1979～83年）に盛り込んだ。指針の
具体的な内容は，輸入品に対する量的規制や関税の賦課，輸出を拡大するために国内の生産・貿易
構造を改善することであった41。また食糧輸入に言及すると，ケニア政府は農民の生産活動を保護
するため，食糧輸入に対する規制を課していた。しかしIMF・世界銀行は輸入量規制の緩和・撤
廃や関税率の引き下げを強要した42。特に輸入規制の緩和はケニアの食糧自給を崩壊させた。
　人口増加が著しいケニアはアメリカなどの穀物生産国にとって有益な輸出相手国だった43。しか
し，メイズを大量生産する先進諸国の農家（企業）にとって，ケニアが実施する輸入規制は阻害要
因となった。そのためIMF・世界銀行は，穀物輸出国の「穀物輸出先の創出」という要求を履行
するかたちで，輸入規制の緩和を推し進めた。1970年代におけるケニアの穀物輸入量は，メイズ
が0．4万トン，小麦が3．9万トンだった44。しかし1980年代の穀物輸入量は，メイズが10．2万トン
（約23倍），小麦が11．5万トン（約3倍）にまで増加した（図3を参照）45。穀物輸入が増加傾向と
なったため，換金作物で得た外貨は債務返済と食糧輸入に充てられた46。ケニアは構造調整によっ
て，他国で消費する作物を生産し，自国で消費する作物を輸入する，歪んだ農業国であり続けた。
　ケニアは「食糧自給」ではなく「食糧輸入（購入）」を強いられたため，農民は僅かな収入で輸
入品（食糧やその他必需品）を購入しなければならなかった。大部分のケニア人農民が構造調整後
も換金作物を収入源にしていたため，農民は貧困から脱却できなかった。農民一人当たりの所得は
552ドル（6万4740ケニアシリング：1979年）から521ドル（24万3116ケニアシリング：1989年）
に減少していた。高いインフレ率にもかかわらず収入が少なかったため，ケニア人農民の貧困状態
は悪化した。大勢の貧困層農民は僅かな収入を求めて都市部に流出した。都市部における低賃金労
40貿易ライセンス制度と利権の創出に関してはHimbara［1993］を参照。
41第四次開発計画で提示された国内産業保護政策に関してはRepublic　of　Kenya［1979］およびHusain　and
　Faruqee［1994］を参照。
4215～20％程度で課せられていた輸入関税率は貿易の自由化に伴って徐々に引き下げられ，平均8％前後まで
　緩和された（坂元［2008］およびHusain　and　Faruqee［1994］を参照）。
43構造調整以外にも，GATTのウルグアイ・ラウンドなど多角的貿易交渉によって農産物貿易の自由化が実施
　されている。鷹和はウルグアイ・ラウソドを通じて，先進諸国の「農産物貿易の自由化によって途上国の食
　料自給が助長される」という主張の不備を指摘している。農業合意以降，開発途上国の食料自給はむしろ悪
　化傾向となっている（鷹和［2004］，pp．62－63を参照）。
44干ばつ等に伴う不作に備えて，ケニアは国内の生産者にとって不利益とならない程度で常時穀物を輸入して
　いた。
45図3において，穀物輸入量が年毎に異なる要因として，天候が良好だったためにケニアの穀物生産量が増加
　したこともあるが，最大の要因は世界全体の穀物生産量が減少したためにアメリカなどの穀物輸出国が輸出
　量を減少させたことがあげられる。
46農産物輸入による貿易赤字とアフリカ諸国の農業部門の特徴については平野［2001］を参照。
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　　　　　　　　　図3　ケニアの穀物（メイズ・小麦）輸入の推移（t・％）
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（出所）FAOSTAT（2012年3月21日閲覧）より著者作成。
働者の増加はスラムの拡大や治安の悪化など様々な問題を引き起こした。ケニアが抱える諸問題は
換金作物依存に起因する。だが，ケニアが換金作物栽培に対する依存を強めた背景には構造調整
（IMF・世界銀行）の存在があった。
5　おわりに
　本稿では，1980年代の構造調整期を中心に，ケニアの食糧問題や換金作物依存が改善されない
要因を分析・考察した。英国の植民地から独立したケニアは，政治・経済のケニア化政策を進め
た。またケニア化政策と並行して，ケニアは食糧自給の拡大と換金作物からの脱却を目指してい
た。しかし構造調整によって，ケニアは経済的危機に陥り，換金作物に対する依存が深まった。
　第二次石油危機によって経済が悪化したため，ケニアはIMF・世界銀行から融資を受けた。し
かし，融資の条件としてケニアに課せられた政策はケニア経済をさらに悪化させた。特に貧困層農
民は貧困状態から脱却できなくなった。工業部門が未熟だったため，ケニアは債務を換金作物輸出
で返済しなければならなかった。貧しい農民が増加したため，都市部は雇用を求める農民で溢れか
えった47。また貿易の自由化はケニアの食糧輸入を拡大させた。貧しい農民は，不足した食糧を
「生産ではなく購入すること」で回避するよう，IMF・世界銀行から強要された。ケニアは食糧増
47このときモイ政権は，政権支持派（エリート層）が多く居住する都市部における食糧支出を保護するため，
　食糧の生産者価格を抑制するような政策を実施していた。SAPの政策に加えて，ケニア政府の生産者価格政
　策は，農民の食糧増産に対する意欲を減退させた（構造調整に伴う都市部出稼ぎ民の増加と農産物の生産者
　価格政策については高橋［2003，2010コおよび松田［1995，1999］を参照）。
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産政策を進められなくなった。そして農民は，換金作物による僅かな賃金で，本来であれば自身で
生産できるはずの食糧や農業生産に必要な財を購入しなければならなくなった。
　構造調整はケニア人農民の生産・生活環境を大きく歪めた。ケニアは自国の農民の困窮を犠牲に，
IMF・世界銀行から多額の融資（富）を受けた。ただし，全てのケニア人が構造調整による不利
益を被った訳ではなかった。融資の大部分は一部のケニア人エリート層が浪費した。政府の有力者
は，自身の支持基盤を確保するため，富裕層農民に対して融資された資金を与えた。資金を入手し
た富裕層農民は農地を拡大するために融資（資金）を使用した。ケニア政府は貧困層の農民に対し
て，構造調整融資の恩恵を供与せず，構造調整によって抱えた不利益のみを押し付けた。
　さらに2000年以降，食糧生産に乏しい近隣のアラブ諸国は，食糧生産力に乏しいケニアの土地
を収奪（売買・借用）した。特にケニア東部（主にケニア沿岸部およびタナ・リバー・デルタ地域）
の穀物生産地が土地売買の対象となった48。独立後のケニアに見られる「食糧を購入するため，農
民は賃金労働や換金作物栽培に従事する」という実態は，植民地支配期に見られる白人農園で労働
を強いられていたケニア人農民の状況と類似する。初代大統領ケニヤッタは，生前，IMF・世界
銀行総会において，国の状況に配慮した公正な貿易の必要性を主張した49。しかしケニアは，独立
後も国際社会のために換金作物栽培を強要された。IMF・世界銀行（国際社会）は，構造調整を
介して，ケニアを支配し続けていた。ケニア政府は，エリート層が融資による利益を獲得する一方
で，構造調整の不利益を農民に強要した。ケニア人農民は，本稿で述べた諸要因によって，困窮し
続けた。ケニア人農民を取り巻く歪んだ農業構造は植民地支配期から未だに存在し続けている。
　1980年代，ケニア人農民はSAPに伴う様々な問題に直面した。しかし1990年代以降，　IMF・世
界銀行は，これまでの政策に加えて大規模な民営化を実施するようになった。さらに構造調整政策
に加えて，ICAの崩壊や複数政党制への移行など，政治的経済的に重要な事象が生じた。そのた
め，1990年代のケニアが直面した新たな事象（民営化の推進，ICAの崩壊，多数政党制など）を
政治的経済的側面から分析することが今後の課題となる。
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